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事前評価時の想定との比較 （１）住宅等の建築等の届出・勧告
　事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。立地適正化計画において居住を誘導す
るエリア（居住誘導区域）を定めた上で、区域内において区域外からの移住を進める支援策を講ずるとともに、区域外に居住等することに対し、一定の規制をか
けるという当該規制の必要性は引き続き認められる。

（２） 開発許可対象の拡大
　事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。居住を抑制すべきエリア（居住調整誘導
区域）を定めた上で、区域内に居住等することに対し、一定の規制をかけるという当該規制の必要性は引き続き認められる。

（３） 民間誘導施設等整備事業計画の認定に伴う所要の措置
　事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。都市機能を誘導するエリア（都市機能誘
導区域）を定めた上で、区域内において誘導施設を整備する都市開発事業に対し、支援策を講ずるとともに、計画認定を受けた事業者に対する報告の徴収等に
より、当該事業が確実に履行されることを担保する必要性は引き続き認められる。

（４） 路外駐車場設置の届出・勧告
　事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。駐車場の適正化を図るエリア（駐車場配
置適正化区域）を定めた上で、当該エリアに駐車場を設置しようとする者に対し、駐車場の配置が適正なものとなるよう促すという当該規制の必要性は引き続き
認められる。

（５） 駐車施設の附置義務規定
　事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。駐車場の適正化を図るエリア（駐車場配
置適正化区域）を定めた上で、当該エリア内において、施設ごとに設けられた駐車施設を集約化するという当該規制緩和の必要性は引き続き認められる。

（６） 誘導施設の建築等の届出・勧告等
　事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。都市機能を誘導するエリア（都市機能誘
導区域）を定めた上で、区域外における都市機能の立地に対し、一定の規制をかけるという当該規制の必要性は引き続き認められる。

（７） 特定用途誘導地区の設定
　事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。特定の都市機能を誘導するエリアを定め
た上で、当該エリアにおける個別の建築物の用途に着目して、規制を緩和するという当該規制緩和の必要性は引き続き認められる。

（８）跡地等の管理の適正化に係る所要の措置
　事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。跡地等の所有者等に跡地等の適切な管
理を求めるとともに、一定の規制をかけるという当該規制の必要性は引き続き認められる。
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（遵守費用） （１）住宅等の建築等の届出・勧告
　平成31年１月現在、住宅等の建築等に係る届出件数は2,454件だが、住宅等の建築等に係る届出は、届出書及び図面数枚程度であり、作成に要する遵守費
用は軽微であったと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。

（２）開発許可対象の拡大
　現時点で適用実績はなく遵守費用は発生していない。

（３）民間誘導施設等整備事業計画の認定に伴う所要の措置
　令和２年３月現在、民間誘導施設等整備事業計画の認定申請件数は４件だが、民間誘導施設等整備事業計画の認定に係る申請は、申請書７枚、図面９枚程
度であり、作成に要する遵守費用は軽微であったと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。また、国土交通大臣から報告を求められた場合における報告費
用については、現時点で適用実績はなく遵守費用は発生していない。

（４）路外駐車場設置の届出・勧告
　現時点で適用実績はなく遵守費用は発生していない。

（５）駐車施設の附置義務規定
　現時点で適用実績はなく遵守費用は発生していない。

（６）誘導施設の建築等の届出・勧告等
　平成31年１月現在、誘導施設の建築等に係る届出件数は366件だが、誘導施設の建築等に係る届出は、届出書及び図面数枚程度であり、作成に要する遵守
費用は軽微であったと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。

（７）特定用途誘導地区の設定
　令和元年７月現在、特定用途誘導地区が３件定められたことを確認しており、都市機能誘導区域に係る誘導施設を有する建築物の建築に要する用地取得費
用が発生している場合がある。当該用地取得に要する費用については、設置しようとする誘導施設の延べ床面積と適用される容積率の緩和の程度によって異な
ることから、定量的な把握は困難であるが、事前評価時の想定と乖離はない。

（８）跡地等の管理の適正化に係る所要の措置
　現時点で適用実績はなく遵守費用は発生していない。

費用、効果（便益）及び間接的な影
響の把握



(行政費用） （１）住宅等の建築等の届出・勧告
　平成31年１月現在、住宅等の建築等に係る届出件数は2,454件、勧告は１件実施されている。増加した事務については既存の体制で処理されているため、発生
した行政費用は軽微であり、事前評価時の想定との乖離はない。

（２）開発許可対象の拡大
　現時点で適用実績はなく行政費用は発生していない。

（３）民間誘導施設等整備事業計画の認定に伴う所要の措置
　令和２年３月現在、民間誘導施設等整備事業計画の認定申請件数は４件だが、計画の認定・公表に関する費用（国）及び計画の経由・意見具申（市町村）に関
し増加した業務は既存の体制で実施しており発生した行政費用は軽微であったと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。
　国土交通大臣の報告徴収、地位の継承の承認、改善命令、認定の取消しは、現時点で適用実績はなく行政費用は発生していない。

（４）路外駐車場設置の届出・勧告
　現時点で適用実績はなく行政費用は発生していない。

（５）駐車施設の附置義務規定
　現時点で適用実績はなく行政費用は発生していない。

（６）誘導施設の建築等の届出・勧告等
　平成31年１月現在、誘導施設の建築等に係る届出件数は366件実施されている。増加した事務についてはは既存の体制で処理されているため、発生した行政
費用は軽微であり、事前評価時の想定と乖離はない。

（７）特定用途誘導地区の設定
　令和元年７月現在、特定用途誘導地区が３件定められている。増加した事務については既存の体制で処理されているため、発生した行政費用は軽微であり、
事前評価時の想定との乖離はない。

（８）跡地等の管理の適正化に係る所要の措置
　現時点で適用実績はなく行政費用は発生していない。



（便益（金銭価値化））

（副次的な影響及び波
及的な影響）

副次的な影響及び波及的な影響はない。

（１）住宅等の建築等の届出・勧告
　平成31年１月現在、住宅等の建築等に係る届出件数は2,454件、勧告は１件実施され、届出・勧告制度が存在することにより、届出がなされた区域において居
住誘導区域外における住宅開発等の動きを市町村が把握可能となるとともに、届出を受けた市町村による届出者への情報提供や調整等を行うことも可能となる
ことで、開発を行う者によって開発を行う位置、規模等の変更などが自発的に行われ、コンパクトで高齢者にやさしいまちづくりの推進に寄与するという効果が発
生している。なお、その効果は都市の状況等により異なることから、効果の定量的把握は困難である。

（２）開発許可対象の拡大
　現時点で適用実績はないものの、許可申請に対し、一定の要件に該当する場合を除き、許可をしてはならない制度としており抑制効果を有するものであるた
め、居住を抑制すべきエリアである居住調整区域において低密度な市街地の形成を抑制する効果が発生している。

（３）民間誘導施設等整備事業計画の認定に伴う所要の措置
　令和２年３月現在、民間誘導施設等整備事業計画の認定件数は４件あり、立地適正化計画が策定され、本施策が導入された地域においては、都市機能の都
市機能誘導区域への集約が図られ、コンパクトで高齢者にやさしいまちづくりの推進に寄与するという効果が発生している。なお、発生する効果が多様であること
から、効果を定量化することは困難である。

（４）路外駐車場設置の届出・勧告
　現時点で適用実績はなく効果は発生していない。

（５）駐車施設の附置義務規定
　現時点で適用実績はなく効果は発生していない。

（６）誘導施設の建築等の届出・勧告等
　平成31年１月現在、誘導施設の建築等に係る届出は366件実施され、届出・勧告制度が存在することにより、届出がなされた区域において都市機能誘導区域
外における誘導施設の整備の動きを市町村が把握可能となるとともに、届出を受けた市町村による届出者への情報提供や調整等を行うことも可能となることで、
建築を行う者によって建築を行う位置、規模等の変更などが自発的に行われ、コンパクトで高齢者にやさしいまちづくりの推進に寄与するという効果が発生してい
る。なお、その効果は都市の状況等により異なることから、効果の定量的把握は困難である。

（７）特定用途誘導地区の設定
　令和元年７月現在、特定用途誘導地区が３件定められ、当該地区が定められたエリアにおいては、当該地区への誘導施設の立地の誘導が図られ、コンパクト
で高齢者にやさしいまちづくりの推進に寄与するという効果が発生している。なお、その効果は都市の状況等により異なることから、効果の定量的把握は困難で
ある。

（８）跡地等の管理の適正化に係る所要の措置
　現時点で適用実績はなく効果は発生していない。

（効果）

当該規制の新設、拡充、緩和の効果について定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。



（１）住宅等の建築等の届出・勧告
　平成31年１月現在、住宅等の建築等に係る届出件数は2,454件、勧告は１件実施された。当該規制の新設に係る費用として、届出作成に要する遵守費用、届
出処理業務等の行政費用が発生しているが事前評価時の想定との乖離はなく、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
　立地適正化計画が策定され、本施策が導入された地域においては、当該規制措置により、居住誘導区域内への居住の誘導が図られるという効果が発生して
おり、本規制を継続することが妥当である。

（２）開発許可対象の拡大
　当該規制の拡充について、適用実績はないので費用は発生していないが、居住調整区域において低密度な市街地の形成を抑制する効果が発生している。ま
た、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
　当該規制の拡充は、居住誘導区域内への居住の誘導を図るために必要であり、今後とも、本規制による抑止効果が必要とされることから、本規制を継続するこ
とが妥当である。

（３）民間誘導施設等整備事業計画の認定に伴う所要の措置
　令和２年３月現在、民間誘導施設等整備事業計画の認定が４件実施された。当該規制に係る費用として認定の申請費用の遵守費用、計画の認定等に関する
業務等の行政費用が発生しているが軽微であると考えられ、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
　立地適正化計画が策定され、本施策が導入された地域においては、当該規制措置による都市機能の都市機能誘導区域への集約が図られるという効果が発生
しており、本規制を継続することが妥当である。

（４）路外駐車場設置の届出・勧告
　当該規制の新設について、適用実績はないので費用、効果は発生していない。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
　一方、当該規制の新設は、歩行者の移動上の利便性及び安全性の確保を図るために必要であり、今後、本規制が活用されると期待できることから、本規制を
継続することが妥当である。

（５）駐車施設の附置義務規定
　当該規制の新設について、適用実績はないので費用、効果は発生していない。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
　一方、当該規制の新設は、安全で効率的な自動車交通を図るために必要であり、今後、本規制緩和が活用されると期待できることから、本規制を継続すること
が妥当である。

（６）誘導施設の建築等の届出・勧告等
　平成31年１月現在、誘導施設の建築等に係る届出は366件実施された。当該規制の新設に係る費用として、届出作成に要する遵守費用、届出処理業務等の
行政費用が発生しているが事前評価時の想定との乖離はなく、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
　立地適正化計画が策定され、本施策が導入された地域においては、当該規制措置により誘導施設の立地の誘導が図られるという効果が発生しており、本規制
を継続することが妥当である。

（７）特定用途誘導地区の設定
　令和元年７月現在、特定用途誘導地区が３件定められた。当該規制の新設に係る費用として、地区設定に係る業務に関する費用等の行政費用が発生してい
るが事前評価時の想定との乖離はなく、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
　立地適正化計画が策定され、本施策が導入された地域においては、当該規制緩和措置により誘導施設の立地の誘導が図られるという効果が発生しており、本
規制を継続することが妥当である。

（８）跡地等の管理の適正化に係る所要の措置
　当該規制の新設について、適用実績はないので費用、効果は発生していない。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
　一方、当該規制の新設は、居住誘導施策の推進により跡地の増加する居住誘導区域外の良好な環境を維持するために必要であり、今後、適用が見込まれる
ことから、引き続き、継続することが妥当である。
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